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はじめに

尼崎市では、これまでバブル崩壊や阪神・淡路大震災、少子高齢化の進
行などを背景に、扶助費や公債費は増加の一途をたどるほか、収益事業収
入の急激な落ち込みなどもあり、非常に厳しい財政状況が続いていました。
そのため、平成15年度に策定した「経営再建プログラム」以降、行財政改
革の取組を本格化させ、現在では、財政健全化に向けた一定の進捗が見ら
れるところです。

そうした中、尼崎市では、平成25年度からの「尼崎市総合計画」に基づ
き、将来の「ありたいまち」の実現に向けた取組を進めています。また、
平成26年度からは、施策の展開状況をチェックするために「施策評価」を
実施しており、その結果に基づいて積極的に事務事業の見直しや再構築を
行い、それぞれの施策の質的向上を図っています。

「ありたいまち」の実現に向けたまちづくりを着実に進めていくために
は、都市の体質転換を含めた行財政改革に取り組み、持続可能な行財政基
盤を確立していくことが必要です。

そのため、市民の皆様に尼崎市の財政状況をご理解いただき、今後の行
財政改革の取組について、ともに考えていくために本冊子を作成・公表し
ています。

※各年度の数値：平成２９年度までは決算額、３０年度は２月補正後予算額、３１年度は当初予算額、

３２年度以降は見込額。（将来推計値を含む）

※各数値は表示単位未満四捨五入のため合計が一致しない場合がある。
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「尼崎市総合計画」に掲げる将来の４つの「ありたいまち」の実現に向けて

は、持続可能な行財政基盤を確立することが必要不可欠です。そのため、平成３
４年度までを計画期間とする「あまがさき『未来へつなぐ』プロジェクト」を策
定し、計画的な行財政運営を進めています。

プロジェクトでは、歳出規模の抑制だけでなく、現役世代の定住・転入促進や、
高齢者等の健康で自立した生活の確保についても、長期的な財政健全化に向けた
重要な取組としています。

持続可能な行財政基盤が「ありたいまち」を支えます!

１
人が育ち、

互いに支えあうまち

２
健康、安全・安心を
実感できるまち

３
地域の資源を活かし、
活力が生まれるまち

４
次の世代に、よりよい
明日をつないでいくまち

４つの
「ありたいまち」

第１章 あまがさき『未来へつなぐ』プロジェクトとは

１−１ 財政健全化に向けて
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このような社会課題と向き合いながら、持続可能で安定的な市民サービスを
供給し、柔軟に市民ニーズや行政課題に対応できるまちを目指します。

尼崎市が直面する大きな２つの課題

●少子高齢化の進行

生産年齢（15歳〜64歳）の
人口比率が減少する一方で、高
齢者（65歳以上）の人口比率
は、増加すると見込まれていま
す。約40年後の2060年には、
高齢者（65歳以上）の全人口
に占める割合は40％を超える
と見込まれています。

１−２ 持続可能な行財政基盤とは

●経済情勢の変動

尼崎市の財政運営は、多くの
企業や工場が市域に集積されて
いることもあり、バブル崩壊や
リーマンショックなど、過去の
経済情勢の変動（いわゆる景
気）に大きな影響を受けてきま
した。

これまでも経済情勢は、様々
な要因によって良い方向にも悪
い方向にも変動することが経験
的に知られています。

「持続可能」で「弾力性」のある行財政の基盤

何が起きても大丈夫なように、
備えておかなくちゃ！

尼崎市における年齢四区分別人口と構成比の推移

全国の完全失業率と有効求人倍率
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【出典：尼崎市人口ビジョン】

【出典：(独）労働政策研究・研修機構】



平成以降、バブル崩壊や阪神・淡路大震災、少子高齢化の進行などを背景に、
扶助費や公債費は増加の一途をたどるほか、収益事業収入の急激な落ち込みなど
もあり、本市財政は次第に悪化してきました。そうした中、特に平成15年度に
策定した「経営再建プログラム」以降、行財政改革の取組を本格化させています。

「財政再建団体」
に転落しそう・・・
「財政再建団体」
に転落しそう・・・

助かったけど・・・助かったけど・・・

少子高齢化の進行等で厳しい財政状況に・・・

１−３ プロジェクト策定に至るまで

経営再建プログラム⇒「財政再建団体」への転落を回避

（平成15〜19年度）

“あまがさき”行財政構造改革推進プラン

⇒「50億円」を超える構造改善などを実施

（平成20〜24年度）
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都市の体質転換・税源の涵養を図る取組

現役世代の定住・転入促進につながる取組現役世代の定住・転入促進につながる取組

健康で自立した生活の確保に向けた取組健康で自立した生活の確保に向けた取組

税収の安定・向上につながる取組税収の安定・向上につながる取組

効果的・効率的な行財政運営を図る取組

給与構造改善・職員定数の適正化・効
率的な組織運営
給与構造改善・職員定数の適正化・効
率的な組織運営

市営バス事業の民営化に向けた取組市営バス事業の民営化に向けた取組

公共施設の再配置・統廃合と跡地活用公共施設の再配置・統廃合と跡地活用

その他効果的・効率的な行財政運営に向けた
取組
その他効果的・効率的な行財政運営に向けた
取組

プロジェクトでは、これまでの歳入確保や歳出削減の取組だけでなく、少子
高齢化や経済情勢の変動などに対応するため、中長期的な視点から、現役世代
の増加に向けた定住・転入促進対策や、高齢者等が健康で自立した生活が続け
られるよう対策を講じることにより、都市の体質転換を図っていくことを重要
な行財政改革の取組に掲げています。



現在の財政の特徴

将来負担（借金）・公債費（借金の返済）が多い

基金（貯金）残高が少ない

経済・雇用情勢など景気に影響を受けやすい

尼崎市の財政状況は、一般財源（市税などの使途が特定されない財源）の多くが、
人件費などの義務的経費に費やされており、特に、扶助費と公債費の割合が他市と
比べても高い水準にあります。また、基金（いわゆる貯金）の残高も、他市に比べ
ると低い状況にあり、まだまだ厳しい財政状況にあります。

バブル崩壊

少子高齢化の進行

阪神・淡路大震災

リーマンショック

財政状況の悪化
借金が増え、収入が減少・・・

他市に比べると
扶助費、公債費
の割合が大きい

第２章 尼崎市の財政状況と取組の方向性

２−１ 尼崎市の財政状況

5

１

３

２



0 0

▲ 4
▲ 6

▲ 10

▲ 3
▲ 1

▲ 10

▲ 14

▲ 16

▲ 25

▲ 20

▲ 15

▲ 10

▲ 5

0

5

H30 H31 H32 H33 H34

＜先行会計繰出金を除く差引収支＞

H31.2月

H29.2月

（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ中間総括時）

（億円）

（目標ライン）

引き続き実質的な

収支均衡を維持

H32以降は、中間総括の策定時に比べて改善

しているものの、収支不足額は拡大傾向

※ H31.2月のH30・31の

数値は、当初予算ベース

＊先行会計操出金とは・・・土地開発公社経営健全化計画に基づいて長期保有地を買い戻す際、特別会計において市
債を発行し、公債費を支出しているが、その財源を一般会計から補うもの。

毎年度の収入と支出のバランス
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H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31

当初予算編成時の収支不足額

当初予算における収支不足額 先行会計繰出金を除いた収支不足額

（億円）

H29年度から3年連続で「先行会計繰出

金を除いて実質的な収支均衡」を確保

でも、平成32年度以降が収支不足だ
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尼崎市の財政状況について、まずは収支面（収入と支出のバランス）に着目
すると、これまでの行財政改革の取組、また、景気回復等の外的要因により、
過去と比較すると収支不足額は大幅に改善し、平成29年度から3年連続で「
実質的な収支均衡」を維持しています。

先行会計繰出金を除く差引収支

当初予算編成時の収支不足額

昔と比べると良くなっているなぁ



将来負担（借金）と基金（貯金）の状況

＊財政調整基金とは・・・経済情勢の悪化や大規模な災害により、財源が著しく不足したときなどに、市の財政運営の財
源として活用する基金（貯金）。

目標ライン
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貯金はまだまだ
少ないわ

借金は他市に
比べると多いなぁ

将来負担（いわゆる借金）は、着実に減少傾向にあるものの、他市と比較す
ると未だ著しく高い水準にあります。そうした中で、プロジェクトでは目標値
を設定して、将来負担を抑制する取組を進めています。

また、基金（いわゆる貯金）の中でも、経済情勢の変動に伴う財源不足等に
対応するための財政調整基金の残高は、他市と比較すると低い水準にあること
から、目標に向けて積立を進めています。

各市（類似中核市）の市債残高（普通会計：H29決算）

各市（類似中核市）の財政調整基金の残高（H29決算）
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＜目標管理対象将来負担の残高＞

目標管理対象将来負担

プロジェクト策定後に拡充された交付税措置を加味した場合

（1,100億円）

（億円）

1,100億円以下の財政目標を

かろうじて達成できる見通し

目標管理対象将来負担の残高

目標に向けて
がんばらねば！



プロジェクトでは、財政状況とこれまでの行財政改革の取組等を踏まえて、
次の４つの財政規律（毎年度守っていくルール）と財政目標（平成34年度
までに達成すべき目標）を設定しています。平成34年度までの間は、この
プロジェクトに掲げる財政規律と財政目標の進行管理を図る中で、財政健全
化に向けた取組を着実に進めています。

（１）更なる構造改善の推進

収入と支出のバランスを維持します！

収入と支出のバランスを維持するためにも、平成34年度まで
に、合計15億円以上の歳入確保・歳出削減に取り組みます！

２−２ 今後の具体的な取組の方向性

財源不足を補うための借金はしません。その他、借金をする
場合には、可能な限り国からの支援があるものを優先しま
す！

過去に財源不足を補うために借りた借金を繰上返済します！

（２）交付税措置を重視した市債管理
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財政目標① 更なる構造改善の推進に向けて、プロジェクトの後半5
年間で、少なくとも15億円の構造改善に取り組む。

財政規律①
相応の外的収支悪化要因がない限り、中期目標で達成
した水準である「先行会計繰出金をのぞいて実質的な
収支均衡」を維持する。

財政目標②
減債基金（公共施設マネジメント計画に係る積立を除
く）を活用し、行政改革推進債や退職手当債などの市
債について、早期償還を進める。

財政規律②
行政改革推進債や退職手当債などの市債に依存しない
行財政運営を維持するとともに、交付税措置のある市
債の活用を基本とする。



（４）更なる将来負担の抑制

（３）計画的・戦略的な基金の積立

ボートレース等で得た収益や、土地の売却収入は基本的に貯
金し、加えて収支剰余金があればさらに貯金します！

将来に備えるために、概ね100億円程度まで貯金(財政調整基
金)を増やします！

着実に借金の残高を減らすよう、返済する元金以上に借金は
しません！

平成34年度までに、目標管理の対象とする借金の残高を交付
税措置分を減額して1,100億円以下に抑えます！
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財政目標③
不測の事態に備えるとともに、より弾力性のある行財
政運営に向けて、財政調整基金の拡充を図る。

財政規律③
収益事業収入及び土地売払収入については、基金積立
を基本とするほか、財政収支上の剰余金については財
政調整基金及び減債基金の積立に活用する。

財政規律④ 通常事業の市債発行額は元金償還額以内を基本とする。

財政目標④
将来負担の抑制については、プロジェクト策定後に拡充
された交付税措置を加味して最終目標である目標管理対
象将来負担1,100億円以下を達成する。
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公共工事などを実施する際に、その資金を調達するために借金（市債の発行）をします。
市債には、世代間の負担を公平にする役割などもあります。

学校や道路、各種公共施設は、将来にわたって長期間使われるものです。今の税金だけで建設
費をまかなってしまうと、現世代だけに負担を強いることになります。

建設費を現世代と将来世代が公平に負担するために、長期にわたって返済する市債を活用して
います。

その他、地方財源の不足に対応するため、各自治体において発行が認められる市債（臨時財政
対策債）の発行や、歳入の不足分を賄うなど財源対策※のための市債発行などがあります。
これらはいずれも、いわゆる「借金」であり、利子も含めて将来の負担が大きくならないように、
計画的に市債を発行することが重要です。

借金をしない場合
（市債を発行しない）

一人当たりの負担の考え方

借金をする場合
（市債を発行する）

現在の市民 将来の市民

現在の世代に負担が集中

現在の市民 将来の市民

多世代で公平に負担

負担 負担 負担負担負担

＜コラム＞
どうして借金をするの？

※財源対策・・・歳入の不足分を補うために、基金（貯金）の取崩しや市債（借金）の借入れなど、
緊急避難的な措置を行うこと。

プロジェクトに掲げる財政規律、財政目標の中でも、他市と比較しても著しく高
い水準にある将来負担（主に市債）が、財政運営上の大きな課題となっています。

市債の発行は世代間の負担を公平にする役割もあり、公共工事等において今後と
も必要になるものですが、計画的に管理していくことが重要になります。

大きな課題である将来負担



第３章 平成31年度の当初予算・主要事業

３−１ 平成31年度当初予算の概要

市税を主な財源として、福祉
や教育、学校や公園の整備な
ど、さまざまな分野の仕事を
行うための会計のことで、多
くの事業やサービスは一般会
計で行っています。

一般会計

水道などのように事業収入に
より経営を行うために、一般
会計と区分して設けている会
計です。

企業会計

介護保険や国民健康保険のよ
うに、保険料などの特定の収
入により特定の事業を行うた
めに、一般会計と区分して設
けている会計です。

特別会計

２，０５０億円 ７４７億円１，００９億円

本市の予算は、一般会計、特別会計、公営企業会計という3つの会計（グループ）に分か
れており、平成３１年度当初予算の3会計の合計額は３，８０６億円となっています。

一般会計は、平成３１年度当初予算で２，０５０億円となっており、そのうちの
約１，０９８億円が市税などの一般財源（市税などの使途が特定されない財源）です。

残りの約９５２億円は、国や県からの補助金などの特定財源（使途が特定されている
財源：例えば、学校や公園を整備する場合に、国から交付される補助金など）です。

H31予算 H30予算

2050億00百万円 2066億00百万円

国民健康保険事業費 493億16百万円 487億30百万円

地方卸売市場事業費 3億35百万円 3億04百万円

育英事業費 8百万円 8百万円

農業共済事業費 17百万円 18百万円

公共用地先行取得事業費 20億61百万円 22億43百万円

公害病認定患者救済事業費 26百万円 27百万円

母子父子寡婦福祉資金貸付事業費 27百万円 23百万円

青少年健全育成事業費 9百万円 10百万円

介護保険事業費 429億82百万円 422億86百万円

後期高齢者医療事業費 61億61百万円 58億19百万円

特別会計　計 1009億43百万円 994億70百万円

水道事業会計 118億49百万円 123億71百万円

工業用水道事業会計 20億23百万円 20億23百万円

下水道事業会計 202億76百万円 213億40百万円

モーターボート競走事業会計 405億83百万円 406億37百万円

企業会計　計 747億31百万円 763億72百万円

会計区分

一般会計

特別会計

企業会計

11



国や県が必要と認めた事業

に対して配分されるお金

基金（貯金）を取り崩した

お金

施設の利用料や証明書の発

行手数料など

不動産の売り払い収入など

他の歳入科目に含まれない

収入

1098億12百万円
市税、地方譲与税、交付金、地方交付税、臨時財政

対策債

市債（臨時財政対策債を除く）

国県支出金

使用料及び手数料

繰入金

諸収入等

合計

110億07百万円

622億54百万円

68億67百万円

53億01百万円

97億59百万円

2050億00百万円

前年増減割合

0.7%53.6%

5.4% -33.3%

市税

30.4% 4.3%

3.3% -0.8%

2.6% 13.5%

一般財源

収入した時点で使い道が

特定されていないお金

平成31年度一般会計予算（年額）

4.8% 0.1%

-0.8%

特定財源

収入した時点で使い道が

特定されているお金

使用料及び手数料

繰入金

国県支出金

市債（借金）

公共工事を実施する際や税

源不足を補うためなど、銀

行などから借り入れるお金

市民の皆さんや市内に事業

所がある法人が納めた市民

税や固定資産税など

地方一般財源の不足に対応

するため発行可能な地方債

で、地方交付税の一部振替

措置といった性質を持つ

諸収入等臨時財政対策債

地方譲与税・交付金

地方交付税

自治体間の財源を調整し、

一定の行政水準を維持でき

るよう国から交付される税

国や県が、国税や県税とし

て集めてから、自治体に配

分されるお金
特定財源, 

952億円, 

46%

一般財源, 

1,098億円,

54%

623億円, 30%

69億円, 3%

53億円, 3%

98億円, 5%110億円, 

5%67億円, 
3%

120億円,
6%

113億円, 

6%

798億円, 39%

実質的な地方交付税

（市債全体）

市税等の一般財源以外にも、基金繰入金（貯金の切り崩し）
や市債（借金）など様々な収入があります.

12
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277億96百万円

760億70百万円

293億05百万円

197億00百万円

172億04百万円

168億85百万円

147億88百万円

32億52百万円

2050億00百万円

職員の給料や手当、議員の

報酬などに使われるお金

生活保護費、高齢者や障害

者の支援などに使われるお

金

道路や学校、公園などをつ

くるときに借り入れたお金

の返済金

公債費

物件費

投資的経費

補助費等

繰出金

積立金・貸付金等

合計

8.4% -9.8%

割合 前年増減

13.6% 0.5%

平成31年度一般会計予算（年額）

人件費

9.6% 0.8%

-8.8%

37.1% 2.7%

14.3%

扶助費

その他 義務的経費

物件費

人件費

義務的・非弾力的性格の強

い経費で、一般には人件

費、扶助費及び公債費（借

換債を除く）を言う

投資的経費

臨時職員の賃金、施設の管

理運営などに使われるお金

道路や学校、公園などをつ

くるのに使われるお金

下水道の整備や各種団体へ

の補助金などに使われるお

金

国民健康保険や介護保険事

業など、特別会計に使われ

るお金

扶助費

8.2% 4.6%

公債費

基金（貯金）への積み立て

など

1.6% 18.5%

7.2% -2.7%

補助費等

繰出金

積立金・貸付金等

義務的経費, 
1,332億円,

65%

その他, 
718億円, 

35%

278億円, 14%

761億円, 37%

293億円, 14%

32億円,
2%

148億円, 7%

169億円, 8%

172億円, 8%

197億円, 10%

人件費、扶助費、公債費からなる義務的経費が支出
全体の65％と比重が高く、更にその中でも医療費・
保険料等（扶助費）の比重が高くなっています。
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３−２ 平成31年度主要事業の概要

平成31年度の主要事業においては、尼崎市の最重要課題である「ファミリー世帯の定住・
転入促進」に向けた取組ならびに、単に尼崎に暮らす人を増やすだけでなく、まちに対する誇
りや愛着を感じ、まちづくりに参画する人などが増えることを目指す「シチズンシップの向上
とシビックプライドの醸成」に向けた取組を重視し、次の取組を特に重点的に取り組む項目に
位置付け、予算の重点配分や体制の整備を行いました。

14



＜重点的に取り組む項目＞
「学力向上対策」、「子どもの育ちへの支援」、「待機児童対策」、「住宅施策」、
「観光地域づくり」、「地域力を支える体制づくり（地域振興体制の再構築）」
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平成31年度主要事業一覧

１6

(千円)

施策 項目名
主要事業に係る

事業費

学力定着支援事業 24,225

授業改善推進事業 6,600

スクール・サポート・スタッフの配置 －

学校安全関係事業

（防犯カメラなどを活用した学校安全管理体制の再構築）
▲ 16,277

教育ICT環境整備推進事業 9,800

部活動指導員の配置 －

高等学校特色づくり推進事業（課題解決型学習のすすめ） 1,740

教育振興基本計画策定事業 560

教職員研修事業 ▲ 165

英語学習ホップ・ステップ・ジャンプ事業　【教育振興基金事業】 500

理数探求事業　【教育振興基金事業】 2,164

要保護・準要保護児童生徒就学援助費等扶助費 26,836

市立幼稚園一時預かり事業 －

校務員業務の執行体制の見直し ▲ 991

大学生奨学金（育英事業）　【育英事業基金事業】 360

乳幼児等医療費助成事業 54,154

母子健康手帳作成事業（電子母子手帳の導入） 550

妊婦健診事業（多胎妊婦への追加助成） 848

風しん予防接種推進事業

（妊娠を希望する女性等への予防接種費用の一部助成）
1,268

子どもの育ち支援センター開設運営事業 48,048

子ども・子育て総合相談事業 385

発達相談支援事業 2,662

支援者サポート事業 950

不登校対策事業 1,072

教育支援室運営事業 8,189

ユースワーク推進事業 6

ユース相談支援事業 2,053

少年補導活動事業及び青少年健全育成啓発事業の見直し ▲ 13,205

保育の量確保事業 619,462

保育環境改善事業 484,745

備品及び施設改修費等補助事業 1,200

第４次　保育環境改善及び民間移管計画（塚口北保育所移管） ▲ 68,608

保育士奨学金返済支援事業補助金 14,340

児童ホーム整備事業 15,601

放課後児童健全育成事業所運営費補助金

（民間児童ホーム設置促進事業）
45,000

児童育成環境整備事業（こどもクラブ整備事業） 7,799

児童育成環境整備事業（こどもクラブのあり方検討モデル事業） 2,532

ファミリーサポートセンター運営事業 4,791

13

№

《重点化：教育施策（学力向上対策）》

③　学校教育

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

14

15

④　子ども・子育て支援

16

17

18

19

36

③　学校教育
24

25

《重点化：子育て施策（子どもの育ち支援センター）》

④　子ども・子育て支援

20

21

22

23

37

38

④　子ども・子育て支援

26

27

28

《重点化：子育て施策（待機児童対策）》

④　子ども・子育て支援

29

30

31

32

33

34

35
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⑯　住環境・都市機能 住宅マスタープラン改定事業 7,370

あまがさき観光局補助金（観光地域づくりの推進） 17,314

城内まちづくり整備事業（新博物館開館準備事業） 2,811

特色ある地域活動推進事業・生涯学習推進事業 3,794

地域とともにある職員研修事業 2,900

①　地域コミュニティ 尼崎市社会福祉協議会補助金（地域広報活動推進補助金） 3,600

⑤　人権尊重・多文化共

生
地域総合センター整備事業 34,618

介護予防対策事業 1,477

訪問看護師・訪問介護員安全確保事業 462

社会福祉施設等施設整備費補助金

（障害者向けグループホーム整備補助金）
－

意思疎通支援事業（失語症者向け意思疎通支援者養成事業） 105

⑩　健康支援 リハビリテーション事業の見直し ▲ 2,755

防災情報通信事業 148,753

消防庁舎等整備事業（西消防署大庄出張所建替え） 14,000

街頭犯罪防止等事業

（特殊詐欺被害の未然防止）　【市民福祉振興基金事業】
982

借地駐輪場用地の見直し ▲ 7,500

⑬　地域経済の活性化・

雇用就労支援
新規就農者支援事業 1,500

情報発信推進事業（情報発信支援業務委託） 15,000

姉妹・友好都市交流関係事業（姉妹都市提携60周年記念事業） 5,232

郷土画家「白髪一雄」発信プロジェクト事業　【文化振興基金事業】 3,000

廃棄物受入れ業務の一部見直し ▲ 150

温暖化対策推進事業（クールチョイスの推進）　【環境基金事業】 8,970

温暖化対策推進事業（スマートハウス・スマートコミュニティ等

普及促進）　【環境基金事業】
8,432

密集住宅市街地整備促進事業（密集市街地建物除却促進事業） 2,560

交通政策推進事業（尼崎市路線バス運行支援補助金） ▲ 19,124

公園維持管理業務の執行体制の見直し 3,922

道路橋りょう維持管理業務の執行体制の見直し 4,254

使用料・手数料の見直し ▲ 57,083

電力自由化を踏まえた電気料金の抑制 ▲ 34,422

議会事務局関係事業（タブレット端末等の導入） 5,929

都市政策推進事業 5,855

番号制度等導入関係事業 －

コンビニ交付等市民窓口改善事業（市民課窓口業務の改善） －

尼崎市債権管理推進計画に基づく債権の適正管理 －

RPA導入による行政事務の見直し －

研修事業（新たな人事評価項目等に連動した研修体系） 452

※ 全てH31年度の事業費を記載

※ 既存事業のうち対象者の拡大など新たな取組を付加するものの事業費は拡充部分を記載

※ 既存事業を見直し取組を改善した結果、事業費が減少するものの事業費はマイナス表示

44

《重点化：住宅施策（住宅施策における定住・転入の促進）》

39

《重点化：観光地域づくり》

⑭　魅力創造・発信
40

41

《重点化：地域力を支える体制づくり（地域振興体制の再構築）》

①　地域コミュニティ
42

43

45

⑦　高齢者支援
46

47

⑧　障害者支援
48

49

⑮　環境保全・創造

59

60

61

50

⑪　消防・防災
51

52

⑫　生活安全
53

54

55

⑭　魅力創造・発信

56

57

58

その他

16の施策に該当しないも

の

66

67

68

69

70

71

72

73

74

⑯　住環境・都市機能

62

63

64

65
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３−３ 財政規律及び財政目標の取組状況

１．更なる構造改善の推進 

 
財政規律① 

相応の外的収支悪化要因がない限り、中期目標で達成した水準である「先行会
計繰出金を除いて実質的な収支均衡」を維持する。 

財政目標① 
更なる構造改善の推進に向けて、プロジェクトの後半 5 年間で少なくとも 15
億円の構造改善に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲ 21

0

▲ 120

▲ 100

▲ 80

▲ 60

▲ 40

▲ 20

0

20

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31

当初予算編成時の収支不足額

当初予算における収支不足額 先行会計繰出金を除いた収支不足額

（億円）

H29年度から3年連続で「先行会計繰出

金を除いて実質的な収支均衡」を確保

（取組状況） 

・H31 年度当初予算においても、「先行会計繰出金を除いて実質的な収支均衡」を確保 

・H31 年度に取り組む構造改善効果額として、3.0 億円を計上 

7.5億円

　国民健康保険会計繰出金（4.0億円）、新電力活用の推進
　等（1.3億円）、市税収入率の向上（0.8億円）など

プロジェクト後半（H30～34年度）の
構造改善の推進

H31年度の取組

3.0億円
　使用料・手数料（1.1億円）、保育所民間移管（0.7億円）
　など

H30年度の取組

H32年度以後も実質的な収支均衡の

確保に向け、更なる構造改善を推進

２．交付税措置を重視した市債管理 

 
財政規律② 

行政改革推進債や退職手当債などの市債に依存しない行財政運営を維持する
とともに、交付税措置のある市債の活用を基本とする。 

財政目標② 
減債基金（公共施設マネジメント計画に係る積立を除く）を活用し、行政改
革推進債や退職手当債などの市債について早期償還を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

0

10

20

30

40

50

60

70

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31

財源対策として当初予算に計上した市債

行政改革推進債等 退職手当債

（億円）

H29年度から3年連続で

行政改革推進債などの

市債に頼ることなく

当初予算を編成

（取組状況） 

・行政改革推進債や退職手当債などの市債に頼ることなく、H31 年度当初予算を編成 

・市債の早期償還に向け、H31 年度当初予算で減債基金繰入金 30 億円を計上 

20.3 19.8
23.0 21.9

19.2
16.9

50.3

19.4 19.0 17.9 15.2 12.9
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50.0
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80.0

H31 H32 H33 H34 H35 H36

早期償還による市債残高・公債費の抑制

（退職手当債・行政改革推進債等）

早期償還反映前（公債費） 早期償還反映後（公債費）

早期償還反映前（残高） 早期償還反映後（残高）

公債費

（億円）

残高

（億円）

30億円
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３．計画的・戦略的な基金の積立 

 
財政規律③ 

収益事業収入及び土地売払収入については、基金積立を基本とするほか、財
政収支上の剰余金については、財政調整基金及び減債基金の積立に活用す
る。 

財政目標③ 
不測の事態に備えるとともに、より弾力性のある行財政運営に向けて、財政
調整基金の拡充を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

62 68 

55 36 

31 34 

147
138

0

50

100

150

200

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34

主要３基金の残高の推移

財政調整基金 減債基金（ＦＭ分を除く） 公共施設整備保全基金 主要３基金 計

（億円）

※ 残高は決算ベース（H30は補正後予算ベース）、減債基金はファシリティ・マネジメント分を除く。

財政調整基金は、概ね

100億円を目標に拡充

を図る。

（取組状況） 

・H31 年度当初予算において、次のとおり基金の積立金を計上 
① 収益事業収入 2.5 億円→新本庁舎建設基金、0.7 億円→公共施設整備保全基金 
② 土地売払収入 15.3 億円→減債基金、1.6 億円→公共施設整備保全基金 

・H30 年度補正後予算において、財政調整基金の積立金として 6.2 億円を計上 






